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【補遺】	
 	
 『調理学	
 第３版』＜エキスパート管理栄養士養成シリーズ＞	
 

第３版第４刷	
 化学同人 
2015年４月 

 
「日本人の食事摂取基準（2015年版）」の発表に伴い，第４刷では下記のように変更します． 
ご面倒をおかけしますが，差し替えてご覧下さい． 
 
p.163，下から８行目〜p.168，13 行目までは，下記に差し替えてご覧ください	
 

	
 

6.4	
 日本人の食事摂取基準（2015 年版）	
 

日本人の食事摂取基準は，健康増進法（平成 14年法律第 103号）第 30条の２に基づき厚生労働大臣が
定めるものとされ，国民の健康の保持・増進を図る上で摂取することが望ましいエネルギーと栄養素の量

の基準を示すものである．平成 27（2015）年度から平成 31（2019）年度の 5年間を使用期間とする「日
本人の食事摂取基準（2015年版）」は，「『日本人の食事摂取基準（2015年版）』策定検討会報告書」（以下，
報告書）として公表された（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000041824.html）．この報告書のポイン
トをまとめたスライド（http://www.mhlw.go.jp/ stf/ seisakunitsuite/ bunya/0000056112.html）も厚生労
働省が公表している．食事摂取基準は 5年ごとに改定されるので，管理栄養士・栄養士は，改訂の度に学
び直し理解し活用する必要がある． 
 
6.4.1	
 食事摂取基準を正しく活用するための基本理念	
 

食事摂取基準を正しく活用するための基本理念は，食事摂取基準がガイドラインであることの理解と職

業倫理の 2つである．ガイドラインには，「指針」「基本方針」「指導目標」という意味がある．つまり，常
に厳格に守らねばならないものではないが，おろそかにはきないものであり，目の前の栄養業務に対して，

ぴったりとは当てはまらないが大きくははずれないことを目指すものである． 
	
 また，職業倫理は，（公社）日本栄養士会の管理栄養士・栄養士倫理綱領に「科学的根拠に裏づけられ・・・，

生涯にわたり高い知識と技術水準を維持・向上するように積極的に研鑽し・・」と記載されている．した

がって，継続的に最新の食事摂取基準を正しく理解し正しく使うことは，職業倫理に照らせば管理栄養士・

栄養士としての最低限の責務である． 
つまり，食事摂取基準の数値が栄養学や栄養疫学などの科学的根拠だけでなく，食がきわめて社会的な

活動であることによる複合的な要因に基づくことを知り，理解することで，数値は対象者のための温かみ

のあるものへ変わり，人間味のある栄養業務につなげることができる． 
 
6.4.2	
 食事摂取基準 2015 年版の目的と対象者	
 

食事摂取基準 2015年版を使用する対象者は，健康な個人並びに健康な人を中心として構成されている集
団（高血圧，脂質異常，高血糖，腎機能低下に関するリスクを有していても自立した日常生活を営んでい

る者を含む）である．具体的には，歩行や家事などの身体活動を行っている者であり，体格（BMI）が標
準より著しく外れていない者である．高血圧，脂質異常，高血糖，腎機能低下に関するリスクを有するも

のとは，保健指導レベルにある者である．2015年版は，2010年版の生活習慣病予防（主として一次予防）
（発症予防）に加え，おもな生活習慣病（高血圧，脂質異常，高血糖，慢性腎臓病）をすでに発症してい

る人の重症化予防も目的に策定されている．また，日本人の食生活の変化に鑑み，PFC 比（エネルギー産生

栄養素摂取割合）や飽和脂肪酸について方向性がより明確にされた． 
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重症化予防を謳っているが，これらの対象者についての食事指導が病院内外で大きく異なるのは望まし

くなく，病院に勤務する管理栄養士・栄養士も，病院外の管理栄養士・栄養士も食事摂取基準を理解し，

国民の健康という共通の目的への協働が必要である． 
 
6.4.3	
 エネルギー摂取量の過不足の評価方法	
 

食事摂取基準 2015年版では，性および年齢に応じ，日本人として平均的な体位の人を想定し，健全な発
育並びに健康の保持・増進，生活習慣病の予防を考える上での参照値とし，これを参照体位（参照身長，

参照体重）とした（表 6-11）．さらに，参照体位の人の推定エネルギー必要量を参照表として示している（表
6-12）． 
しかし，人の体位，身体状況，身体活動レベル（表 6-13）などは多様であるため，エネルギー摂取量の

過不足の評価は，摂取エネルギー量ではなく，BMIの変化（それぞれの個人においては体重）を用いる．
つまりエネルギー摂取量の過不足の評価は，対象者が体重を測定することで自らが管理できる．なお，食

事摂取基準では，成人の目標とする BMIを 3区分に分け示している（表 6-14）．範囲の下限は年齢区分
（~49・50~69・70~歳）が上がるにつれ高くなり，それは，死因別や総死亡率などと BMIの関連などか
ら策定された． 
	
 そこで，献立作成では，対象者のアセスメントに基づき推定エネルギー必要量を設定することと，エネ

ルギーの収支については対象者が体重測定により評価することを周知する必要がある． 
（図 6-16 は削除します．図 6-17 はこのまま使ってください）	
 

 
6.4.4	
 栄養素の食事摂取基準	
 

●推定平均必要量（estimated average requirement，EAR） 
	
 ある対象集団に属する 50％ の人が必要量を満たす（同時に，50％ の人が必要量を満たさない）と推定
される摂取量として定義される． 
●推奨量（recommended dietary allowance，RDA） 
	
 ある対象集団において測定された必要量の分布に基づき，母集団に属するほとんどの人（97～98％）が
充足している量と定義される．推奨量は，推定平均必要量が与えられる栄養素に対して設定され，推定平

均必要量を用いて算出される． 
原則として，推奨量＝推定平均必要量×（1＋2×変動係数）＝推定平均必要量×推奨量算定係数として

算出される値である．集団の献立作成では，ビタミンおよびミネラルはこの値と上限量の範囲を目指す． 
●目安量（adequate intake，AI） 
	
 特定の集団における，ある一定の栄養状態を維持するのに十分な量と定義される．十分な科学的根拠が

得られず「推定平均必要量」が算定できない場合に，健康な多数の人を対象とした疫学的研究によって得

られた値である．集団の献立作成では，ビタミンおよびミネラルはこの値と上限量の範囲を目指す． 
●耐容上限量（tolerable upper intake level，UL） 
	
 健康障害をもたらすリスクがないとみなされる習慣的な摂取量の上限を与える量として定義される．こ

れを超えて摂取すると，過剰摂取によって生じる潜在的な健康障害のリスクが高まると考える．献立作成

では，耐容上限量がある栄養素は，その値を超えないことを目指す． 
	
 献立が通常の食品で構成されていれば上限を超えることはないが，いわゆる栄養補助食品や特定の栄養

素を強化した加工食品を摂取すると耐容上限量を超える場合がある．これらの食品は，表示を読み摂取量

に注意する必要がある． 
●目標量（tentative dietary goal for preventing life─style related diseases，DG） 
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 生活習慣病の予防を目的として，特定の集団において，その疾患のリスクや，その代理指標となる生体

指標の値が低くなると考えられる栄養状態が達成できる量として算定し，現在の日本人が当面の目標とす

べき量として定義されている． 
 
6.4.5	
 各栄養素の食事摂取基準	
 

	
 各栄養素の食事摂取基準を表 6-15に示した．健康な食生活の基本，すなわちエネル・・・（以下は同様
です） 
 
p.211	
 に追加します	
 

（４）アレルギー疾患対策基本法	
 

	
 アレルギー疾患対策基本法第三節では，アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上が図られるよ

うに，専門的な知識及び技能を有することが，管理栄養士，栄養士にも求められるようになった．アナフ

ィラキシーが起きて，患者本人に処方されたアナフィラキシー補助治療剤エピペン（アドレナリン自己注

射薬）を自分で注射できない場合，経過は非常に速いので，本人に代わって注射の手助けをする場面も考

えられる．あくまで緊急時であることと，体重などの必要な条件の確認と，事後の医療機関の受診を順守

して，エピペン注射を行う技能を習得しておく必要がある．	
 

	
 

 


